
介護保険制度における第１号保険料
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①

②

② ② 更なる保険料軽減を行い、その軽減分を公費により補填
①一部実施（平成27年４月～）②完全実施（令和元年10月～）

※被保険者数は「令和３年度介護保険事業状況報告年報」

月6,014円

（令和3～５年度の全国平均）

○ 市町村（保険者）は、介護保険給付費の約23%に相当する額を第１号被保険者（65歳以上の高齢者）に保険料
として賦課。

○ 第１号被保険者の保険料は、サービス基盤の整備の状況やサービス利用の見込みに応じて、保険者ごとに設定。
（第８期（令和３～５年度）の保険料の基準額の全国平均は月額6,014円）

○ 低所得者等に配慮し負担能力に応じた負担を求める観点から、市町村民税の課税状況等に応じて、段階別に設定
されている。（標準は９段階）

資料３厚生労働省資料（抜粋）
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○ １号保険料の見直しについて、具体的な段階数、乗率、低所得者軽減に充当されている公費と保険料の多段階化の役割分担については、今後の

介護保険部会等の議論を踏まえつつ年末までに結論を得るとされている。

○ 7月10日の介護保険部会における自治体のご意見を踏まえ、保険者の第９期計画期間の保険料の検討等に資する観点から、介護保険部会での議論
や既に多段階化を行っている保険者の実態を踏まえつつ、制度内の所得再分配機能を強化し、低所得者の保険料上昇を抑制する観点から、現段階

で考えられる見直しの例を示すもの。

A
B
C

第１段階～第３段階の乗率の例 第９段階以上の乗率の例

×

介護保険部会での議論を踏まえた見直しの例
令和５年７月31日
全国介護保険担当課長会議・参考資料９
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第１号保険料に関する見直しの方向性（案）

見直し案後の最終乗率

現在の最終乗率

低所得者軽減（公費）

･･･

①制度内での所得再分配機能の強化
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③介護に係る社会保障の充実等

0.5

0.3
②最終乗率の引下げ

○ 介護保険制度の持続可能性を確保するためには、団塊の世代が75歳以上となる2025年、その後高齢者人口がピークを迎える2040
年頃にかけての介護給付費の増加を見据え、１号被保険者間での所得再分配機能を強化し、低所得者の保険料上昇を抑制する必要。

○ 昨年の全世代型社会保障構築会議報告書でも、「「全世代型社会保障」は、年齢に関わりなく、全ての国民が、その能力に応じて
負担し、支え合うことによって、（中略）必要な保障がバランスよく提供されることを目指すものである。」とされている。
また、昨年の部会意見書でも、「既に多くの保険者で９段階を超える多段階の保険料設定がなされていることも踏まえ、標準段階
の多段階化、高所得者の標準乗率の引上げ、低所得者の標準乗率の引下げ等について検討」し、「具体的な段階数、乗率、低所得者
軽減に充当されている公費と保険料の多段階化の役割分担等について（中略）早急に結論を得ることが適当」とされている。

・ 高所得者に係る標準段階の多段階化、乗率設定については、既に９段階を超える多段階の保険料設定を行っている保険者の実態等を考慮し
て、段階数・乗率を設定することとしてはどうか。

・ 低所得者に係る乗率設定については、多段階化によって生じた保険料財源を所得再分配機能の強化に活用し、介護給付費が増加する中でも
低所得者の保険料上昇を抑制する観点から、最終乗率（低所得者が実際に負担する乗率）を設定することとしてはどうか。

・ 低所得者軽減に活用されている公費と保険料の多段階化の役割分担等については、保険料の多段階化によって制度内での対応が強まること
を踏まえ、公費の一部を介護に係る社会保障の充実に活用することを検討し、年末までの予算編成過程において調整することとしてはどうか。
※ 社会保障と税の一体改革における「社会保障の充実」として、１号保険料の低所得者軽減のほか、介護職員の処遇改善等を公費で実施。
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（参考）第１号保険料の段階設定の状況（第８期）

段階数 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20～24 25 合計

保険者数 751 187 187 161 119 63 41 31 17 10 2 1 1 1571

割合 47.8% 11.9% 11.9% 10.2% 7.6% 4.0% 2.6% 2.0% 1.1% 0.6% 0.1% 0.1% 0.1%

累積割合 47.8% 59.7% 71.6% 81.9% 89.4% 93.4% 96.1% 98.0% 99.1% 99.7% 99.9% 99.9% 100%

（１）保険料段階数別の保険者数

（２）最上位の段階の基準額に対する乗率の分布

割合 1.7未満 1.7
1.7超
～1.9未
満

1.9以上
～2.1未
満

2.1以上
～2.3未
満

2.3以上
～2.5未
満

2.5以上
～2.7未
満

2.7以上
～2.9未
満

2.9以上
～3.0未
満

3.0以上
～3.5未
満

3.5以上
～4.0未
満

4.0以上

保険者
数

４ 744 142 306 157 81 65 23 ９ 22 13 5

介護保険計画課調べ（令和２年４月１日現在の全1571保険者を対象）

介護保険計画課調べ（令和２年４月１日現在の全1571保険者を対象）
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